資料13　商品別分類（大分類）の内容の説明（資料３-５、４-１、４-６、４-７）
	商品等別分類
	主な事例

	商品一般
	商品関連であることが明確であるが、以下の食料品から他の商品までのいずれであるかを特定できない、又は特定する必要のないもの。

	食料品
	飲食に供される商品。

	住居品
	主として家事に使用するものと住宅内に置いて使用するもので、趣味、教養、娯楽等の目的より、生活必需品としての要素が強い商品。例えば、食器、冷暖房機器、家具等。

	教養娯楽品
	主として教養、事務又は娯楽・趣味の目的で使用される商品。例えば、パソコン、電話機、音響・映像製品、スポーツ用品等。

	光熱水品
	電気、ガス等のエネルギーを含む光熱品、及び水道水等の水。供給元から各戸の親メーターまでの設備・器具を含む。

	被服品
	衣類とその付属品等、身に着けて使用するもの、及びそれらを作るための生地、糸等の服飾材料。

	保健衛生品
	人の身体を清潔にし、美化し、又は健康を保ち、疾病を治療するために使用される商品。

	車両・乗り物
	人又は物を運搬するために屋外で使用するもの。原動機を搭載しているものだけでなく、自転車、ベビーカー等のように人力で移動させるものを含む。

	土地・建物・設備
	宅地等の土地、住宅等の建物、住宅材料及び建築時に設置するのが一般的である相当大掛かりな住宅設備。

	他の商品
	商品のうち、上記の食料品から土地・建物・設備の各項目に該当しないもの。

	クリーニング
	クリーニング業者に被服品、じゅうたん、カーテン等のクリーニングを依頼する場合。

	レンタル・リース・貸借
	商品を賃貸借する場合（不動産の場合は使用貸借も含む。）。

	工事・建築・加工
	不動産の請負工事、動産の加工請負。例えば、新築工事、増改築工事、リフォームサービス、仕立てサービス等。

	修理・補修
	品物を修理・補修してもらう場合（自分で行った修理等は含まない。）。

	管理・保管
	品物の管理、保管をしてもらう場合。

	役務一般
	役務関連であることが明確であるが、以下の金融・保険サービスから他の行政サービスのいずれの役務であるかを特定できない、又は特定する必要のないもの。

	金融・保険サービス
	生命保険・損害保険等の保険、貯蓄・証券・債券、金融派生商品及び融資・振込・送金等の金融サービス。

	運輸・通信サービス
	旅客・貨物運送サービス及び電話、放送、インターネット等の通信サービス。

	教育サービス
	学校教育、補習教育、及びそれらの関連活動。

	教養・娯楽サービス
	教養、趣味、娯楽の目的で受ける役務。例えば、旅行、宿泊サービス等。

	保健・福祉サービス
	保健・衛生を保つために受ける役務、身体を美化するために受ける役務、及び福祉サービス。

	他の役務
	サービス業のうち、上記の金融・保険サービスから保健・福祉サービスの各項目に該当しないもの。例えば、外食、冠婚葬祭等。

	内職・副業・ねずみ講
	営利を目的とする販売・契約行為のうち、上記の商品一般から他の役務のいずれにも該当せず、かつ消費者問題の範ちゅうにあると考えられるもの。

	他の行政サービス
	消費者問題に直接関係のない事案で、相手方が行政機関である場合。

	他の相談
	“売り手対買い手”という図式を持たないもの。例えば、家庭管理、相隣関係、慣習・しきたり、相続等。


